
議案第３８号

杉並区特別区税条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

平成２９年５月３０日

提出者 杉並区長 田 中 良

杉並区特別区税条例の一部を改正する条例

杉並区特別区税条例（昭和３９年杉並区条例第４１号）の一部を次のように改正

する。

第１５条中「の一」を「に掲げる者のいずれか」に、「においては」を「には」

に、「によつて」を「により」に改め、同条第１号中「控除対象配偶者」を「同一

生計配偶者」に改める。

附則第２条の３第１項中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改める。

附則第４条第１項中「平成３０年度」を「平成３３年度」に改める。

附則第６条第２項中「附則第３０条第３項第１号及び第２号」を「附則第３０条

第３項各号」に改め、同条第３項中「附則第３０条第４項第１号及び第２号」を

「附則第３０条第４項各号」に改め、「次項」の次に「、第６項及び第７項」を加

え、同条第４項中「附則第３０条第５項第１号及び第２号」を「附則第３０条第５

項各号」に改め、同条第５項を同条第８項とし、同条第４項の次に次の３項を加え

る。

５ 法附則第３０条第６項各号に掲げる三輪以上の軽自動車に対する第４０条第１

項の規定の適用については、当該軽自動車が平成２９年４月１日から平成３０年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３０年度分の軽自

動車税に限り、当該軽自動車が平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３１年度分の軽自動車税に限り、

同項第２号ア中第２項の表の左欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。

６ 法附則第３０条第７項各号に掲げる三輪以上の軽自動車に対する第４０条第１

項の規定の適用については、当該軽自動車が平成２９年４月１日から平成３０年



３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３０年度分の軽自

動車税に限り、当該軽自動車が平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３１年度分の軽自動車税に限り、

同項第２号ア中第３項の表の左欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。

７ 法附則第３０条第８項各号に掲げる三輪以上の軽自動車（前項の規定の適用を

受けるものを除く。）に対する第４０条第１項の規定の適用については、当該軽

自動車が平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に初回車両番号

指定を受けた場合には平成３０年度分の軽自動車税に限り、当該軽自動車が平成

３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には平成３１年度分の軽自動車税に限り、同項第２号ア中第４項の表の左欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

附則第６条の２第１項中「第４項」を「第７項」に改める。

附則第１１条第１項中「平成２９年度」を「平成３２年度」に、「附則第３４条

の２第４項」を「附則第３４条の２第１項」に、「除く。以下この条」を「除く。

次項」に、「同項の」を「前条第１項の」に、「応じ」を「応じ、」に改め、同条

第２項中「平成２９年度」を「平成３２年度」に、「場合においては」を「とき

は」に改める。

附 則

第１条 この条例は、平成３１年１月１日から施行する。ただし、附則第４条第１

項、第６条、第６条の２第１項並びに第１１条第１項及び第２項の改正規定並び

に附則第３条及び第４条の規定は、公布の日から施行する。

第２条 この条例による改正後の杉並区特別区税条例第１５条及び附則第２条の３

第１項の規定は、平成３１年度以後の年度分の特別区民税について適用し、平成

３０年度分までの特別区民税については、なお従前の例による。

第３条 杉並区特別区税条例等の一部を改正する条例（平成２６年杉並区条例第１

３号）の一部を次のように改正する。

附則第５条中「及び第５項」を「及び第８項」に改め、同条の表新条例附則第

６条第５項の項中「附則第６条第５項」を「附則第６条第８項」に改める。



第４条 杉並区特別区税条例等の一部を改正する条例（平成２９年杉並区条例第１

３号）の一部を次のように改正する。

第２条のうち、杉並区特別区税条例附則第６条の改正規定中「附則第６条第２

項から第４項まで」を「附則第６条第１項中「（以下この条において「初回車両

番号指定」という。）」を削り、同条第２項から第７項まで」に、「同条第５

項」を「同条第８項」に改め、同条の改正規定の次に次のように加える。

附則第６条の２を削る。

第４条のうち杉並区特別区税条例等の一部を改正する条例附則第５条の改正規

定中「第５項」を「第８項」に改める。

（提案理由）

控除対象配偶者の名称を変更する等の必要がある。
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杉並区特別区税条例の一部を改正する条例新旧対照表（抄）

新 条 例 旧 条 例

（均等割の税率の軽減） （均等割の税率の軽減）

第１５条 区民税の納税義務者が次の各 第１５条 区民税の納税義務者が次の各

号に掲げる者のいずれかに該当する場 号の一 に該当する場

合には 、その者に対して課する 合においては、その者に対して課する

均等割額は、前条の規定により 課す 均等割額は、前条の規定によつて課す

る額からそれぞれ当該各号に定める額 る額からそれぞれ当該各号に定める額

を減じて得た額とする。 を減じて得た額とする。

(１) 均等割を納付する義務がある同 (１) 均等割を納付する義務がある控

一生計配偶者又は扶養親族 １，５ 除対象配偶者又は扶養親族 １，５

００円 ００円

(２) 略 (２) 略

附 則 附 則

（区民税の所得割の非課税の範囲等） （区民税の所得割の非課税の範囲等）

第２条の３ 当分の間、区民税の所得割 第２条の３ 当分の間、区民税の所得割

を課すべき者のうち、その者の前年の を課すべき者のうち、その者の前年の

所得について第１６条の規定により算 所得について第１６条の規定により算

定した総所得金額、退職所得金額及び 定した総所得金額、退職所得金額及び

山林所得金額の合計額が、３５万円に 山林所得金額の合計額が、３５万円に

その者の同一生計配偶者及び扶養親族 その者の控除対象配偶者及び扶養親族

の数に１を加えた数を乗じて得た金額 の数に１を加えた数を乗じて得た金額

（その者が同一生計配偶者又は扶養親 （その者が控除対象配偶者又は扶養親

族を有する場合には、当該金額に３２ 族を有する場合には、当該金額に３２

万円を加算した金額）以下である者に 万円を加算した金額）以下である者に

対しては、第１０条の規定にかかわら 対しては、第１０条の規定にかかわら

ず、区民税の所得割（分離課税に係る ず、区民税の所得割（分離課税に係る

資 料 １
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所得割を除く。）を課さない。 所得割を除く。）を課さない。

２及び３ 略 ２及び３ 略

（肉用牛の売却による事業所得に係る区 （肉用牛の売却による事業所得に係る区

民税の課税の特例） 民税の課税の特例）

第４条 昭和５７年度から平成３３年度 第４条 昭和５７年度から平成３０年度

までの各年度分の区民税に限り、法附 までの各年度分の区民税に限り、法附

則第６条第４項に規定する場合におい 則第６条第４項に規定する場合におい

て、第２４条第１項の規定による申告 て、第２４条第１項の規定による申告

書（その提出期限後において区民税の 書（その提出期限後において区民税の

納税通知書が送達される時までに提出 納税通知書が送達される時までに提出

されたもの及びその時までに提出され されたもの及びその時までに提出され

た第２５条第１項の確定申告書を含 た第２５条第１項の確定申告書を含

む。次項において同じ。）に肉用牛の む。次項において同じ。）に肉用牛の

売却に係る租税特別措置法第２５条第 売却に係る租税特別措置法第２５条第

１項に規定する事業所得の明細に関す １項に規定する事業所得の明細に関す

る事項の記載があるとき（これらの申 る事項の記載があるとき（これらの申

告書にその記載がないことについてや 告書にその記載がないことについてや

むを得ない理由があると区長が認める むを得ない理由があると区長が認める

ときを含む。次項において同じ。） ときを含む。次項において同じ。）

は、当該事業所得に係る区民税の所得 は、当該事業所得に係る区民税の所得

割の額を免除する。 割の額を免除する。

２及び３ 略 ２及び３ 略

（軽自動車税の税率の特例） （軽自動車税の税率の特例）

第６条 略 第６条 略

２ 法附則第３０条第３項各号 ２ 法附則第３０条第３項第１号及び第

に掲げる三輪以上の軽自動車に対 ２号に掲げる三輪以上の軽自動車に対

する第４０条第１項の規定の適用につ する第４０条第１項の規定の適用につ

いては、当該軽自動車が平成２８年４ いては、当該軽自動車が平成２８年４

月１日から平成２９年３月３１日まで 月１日から平成２９年３月３１日まで
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資 料 １

の間に初回車両番号指定を受けた場合 の間に初回車両番号指定を受けた場合

には、平成２９年度分の軽自動車税に には、平成２９年度分の軽自動車税に

限り、同項第２号ア中次の表の左欄に 限り、同項第２号ア中次の表の左欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に 掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。 掲げる字句とする。

３ 法附則第３０条第４項各号 ３ 法附則第３０条第４項第１号及び第

に掲げる三輪以上の軽自動車（ガ ２号に掲げる三輪以上の軽自動車（ガ

ソリンを内燃機関の燃料として用いる ソリンを内燃機関の燃料として用いる

ものに限る。次項、第６項及び第７項 ものに限る。次項

において同じ。）に対する第４０条第 において同じ。）に対する第４０条第

１項の規定の適用については、当該軽 １項の規定の適用については、当該軽

自動車が平成２８年４月１日から平成 自動車が平成２８年４月１日から平成

２９年３月３１日までの間に初回車両 ２９年３月３１日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合には、平成２９ 番号指定を受けた場合には、平成２９

年度分の軽自動車税に限り、同項第２ 年度分の軽自動車税に限り、同項第２

号ア中次の表の左欄に掲げる字句は、 号ア中次の表の左欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。 る。

４ 法附則第３０条第５項各号 ４ 法附則第３０条第５項第１号及び第

に掲げる三輪以上の軽自動車（前 ２号に掲げる三輪以上の軽自動車（前

項の規定の適用を受けるものを除 項の規定の適用を受けるものを除

く。）に対する第４０条第１項の規定 く。）に対する第４０条第１項の規定

の適用については、当該軽自動車が平 の適用については、当該軽自動車が平

成２８年４月１日から平成２９年３月 成２８年４月１日から平成２９年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を ３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には、平成２９年度分の軽 受けた場合には、平成２９年度分の軽

自動車税に限り、同項第２号ア中次の 自動車税に限り、同項第２号ア中次の

表の左欄に掲げる字句は、それぞれ同 表の左欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 表の右欄に掲げる字句とする。
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５ 法附則第３０条第６項各号に掲げる

三輪以上の軽自動車に対する第４０条

第１項の規定の適用については、当該

軽自動車が平成２９年４月１日から平

成３０年３月３１日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には平成３０

年度分の軽自動車税に限り、当該軽自

動車が平成３０年４月１日から平成３

１年３月３１日までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には平成３１年度

分の軽自動車税に限り、同項第２号ア

中第２項の表の左欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。

６ 法附則第３０条第７項各号に掲げる

三輪以上の軽自動車に対する第４０条

第１項の規定の適用については、当該

軽自動車が平成２９年４月１日から平

成３０年３月３１日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には平成３０

年度分の軽自動車税に限り、当該軽自

動車が平成３０年４月１日から平成３

１年３月３１日までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には平成３１年度

分の軽自動車税に限り、同項第２号ア

中第３項の表の左欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。

７ 法附則第３０条第８項各号に掲げる
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資 料 １

三輪以上の軽自動車（前項の規定の適

用を受けるものを除く。）に対する第

４０条第１項の規定の適用について

は、当該軽自動車が平成２９年４月１

日から平成３０年３月３１日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合には

平成３０年度分の軽自動車税に限り、

当該軽自動車が平成３０年４月１日か

ら平成３１年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には平成

３１年度分の軽自動車税に限り、同項

第２号ア中第４項の表の左欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。

８ 略 ５ 略

（軽自動車税の賦課徴収の特例） （軽自動車税の賦課徴収の特例）

第６条の２ 区長は、軽自動車税の賦課 第６条の２ 区長は、軽自動車税の賦課

徴収に関し、三輪以上の軽自動車が前 徴収に関し、三輪以上の軽自動車が前

条第２項から第７項までの規定の適用 条第２項から第４項までの規定の適用

を受ける三輪以上の軽自動車に該当す を受ける三輪以上の軽自動車に該当す

るかどうかの判断をするときは、国土 るかどうかの判断をするときは、国土

交通大臣の認定等（法附則第３０条の 交通大臣の認定等（法附則第３０条の

２第１項に規定する国土交通大臣の認 ２第１項に規定する国土交通大臣の認

定等をいう。次項において同じ。）に 定等をいう。次項において同じ。）に

基づき当該判断をするものとする。 基づき当該判断をするものとする。

２～４ 略 ２～４ 略

（優良住宅地の造成等のために土地等を （優良住宅地の造成等のために土地等を

譲渡した場合の長期譲渡所得に係る区民 譲渡した場合の長期譲渡所得に係る区民

税の課税の特例） 税の課税の特例）
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第１１条 昭和６３年度から平成３２年 第１１条 昭和６３年度から平成２９年

度までの各年度分の区民税に限り、所 度までの各年度分の区民税に限り、所

得割の納税義務者が前年中に前条第１ 得割の納税義務者が前年中に前条第１

項に規定する譲渡所得の基因となる土 項に規定する譲渡所得の基因となる土

地等（租税特別措置法第３１条第１項 地等（租税特別措置法第３１条第１項

に規定する土地等をいう。以下この条 に規定する土地等をいう。以下この条

において同じ。）の譲渡（同項に規定 において同じ。）の譲渡（同項に規定

する譲渡をいう。以下この条において する譲渡をいう。以下この条において

同じ。）をした場合において、当該譲 同じ。）をした場合において、当該譲

渡が優良住宅地等のための譲渡（法附 渡が優良住宅地等のための譲渡（法附

則第３４条の２第１項に規定する優良 則第３４条の２第４項に規定する優良

住宅地等のための譲渡をいう。）に該 住宅地等のための譲渡をいう。）に該

当するときにおける前条第１項に規定 当するときにおける前条第１項に規定

する譲渡所得（次条の規定の適用を受 する譲渡所得（次条の規定の適用を受

ける譲渡所得を除く。次項 にお ける譲渡所得を除く。以下この条にお

いて同じ。）に係る課税長期譲渡所得 いて同じ。）に係る課税長期譲渡所得

金額に対して課する区民税の所得割の 金額に対して課する区民税の所得割の

額は、前条第１項の規定にかかわら 額は、同項の 規定にかかわら

ず、次の各号に掲げる場合の区分に応 ず、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める金額に相当する じ 当該各号に定める金額に相当する

額とする。 額とする。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

２ 前項の規定は、昭和６３年度から平 ２ 前項の規定は、昭和６３年度から平

成３２年度までの各年度分の区民税に 成２９年度までの各年度分の区民税に

限り、所得割の納税義務者が前年中に 限り、所得割の納税義務者が前年中に

前条第１項に規定する譲渡所得の基因 前条第１項に規定する譲渡所得の基因

となる土地等の譲渡をした場合におい となる土地等の譲渡をした場合におい

て、当該譲渡が確定優良住宅地等予定 て、当該譲渡が確定優良住宅地等予定

地のための譲渡（法附則第３４条の２ 地のための譲渡（法附則第３４条の２
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資 料 １

第５項に規定する確定優良住宅地等予 第５項に規定する確定優良住宅地等予

定地のための譲渡をいう。以下この項 定地のための譲渡をいう。以下この項

において同じ。）に該当するときにお において同じ。）に該当するときにお

ける前条第１項に規定する譲渡所得に ける前条第１項に規定する譲渡所得に

係る課税長期譲渡所得金額に対して課 係る課税長期譲渡所得金額に対して課

する区民税の所得割について準用す する区民税の所得割について準用す

る。この場合において、当該譲渡が法 る。この場合において、当該譲渡が法

附則第３４条の２第１０項の規定に該 附則第３４条の２第１０項の規定に該

当することとなるときは 、当 当することとなる場合においては、当

該譲渡は確定優良住宅地等予定地のた 該譲渡は確定優良住宅地等予定地のた

めの譲渡ではなかつたものとみなす。 めの譲渡ではなかつたものとみなす。

３ 略 ３ 略

附則第３条による改正（杉並区特別区税条例等の一部を改正する条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

附 則 附 則

第５条 平成２７年３月３１日以前に初 第５条 平成２７年３月３１日以前に初

めて道路運送車両法第６０条第１項後 めて道路運送車両法第６０条第１項後

段の規定による車両番号の指定を受け 段の規定による車両番号の指定を受け

た三輪以上の軽自動車に対して課する た三輪以上の軽自動車に対して課する

軽自動車税に係る新条例第４０条並び 軽自動車税に係る新条例第４０条並び

に新条例附則第６条第１項及び第８項 に新条例附則第６条第１項及び第５項

の規定の適用については、次の表の左 の規定の適用については、次の表の左

欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる 欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる 字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 字句とする。

附則第４条による改正（杉並区特別区税条例等の一部を改正する条例の一部改正）
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新 条 例 旧 条 例

第２条 杉並区特別区税条例の一部を次 第２条 杉並区特別区税条例の一部を次

のように改正する。 のように改正する。

略 略

附則第６条第１項中「（以下この条 附則第６条第２項から第４項まで

において「初回車両番号指定」とい

う。）」を削り、同条第２項から第７

項までを削り、同条第８項中「前各 を削り、同条第５項中「前各

項」を「前項」に、「附則第６条」を 項」を「前項」に、「附則第６条」を

「附則第６条第１項」に改め、同項を 「附則第６条第１項」に改め、同項を

同条第２項とする。 同条第２項とする。

附則第６条の２を削る。

第４条 杉並区特別区税条例等の一部を 第４条 杉並区特別区税条例等の一部を

改正する条例の一部を次のように改正 改正する条例の一部を次のように改正

する。 する。

附則第５条中「軽自動車税」の次に 附則第５条中「軽自動車税」の次に

「の種別割」を加え、「新条例第４０ 「の種別割」を加え、「新条例第４０

条並びに新条例附則第６条第１項及び 条並びに新条例附則第６条第１項及び

第８項」を「杉並区特別区税条例第４ 第５項」を「杉並区特別区税条例第４

０条及び附則第６条」に改め、「左欄 ０条及び附則第６条」に改め、「左欄

に掲げる」の次に「同条例の」を加 に掲げる」の次に「同条例の」を加

え、同条の表を次のように改める。 え、同条の表を次のように改める。
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杉並区特別区税条例の主な改正点 

 

 

 

 

税
目 

改 正 内 容 施行日 適用関係 

特 

別 

区 

民 

税 

 

１ 配偶者控除及び配偶者特別控除の見直しに伴

う名称の変更 

 

配偶者控除及び配偶者特別控除の見直しによ

り、現行の「控除対象配偶者」に該当するもの

は、「同一生計配偶者」と名称を変更すること

とされたことに伴い、区民税の均等割の税率の

軽減に係る規定等において、「控除対象配偶

者」を「同一生計配偶者」と名称を変更するこ

ととする。 

 

（区税条例第 15 条及び附則第２条の３・地方税法

第 311 条及び附則第３条の３） 

 

 

平成 31 年

１月１日 

 

平成 31 年度

分から適用 

 

２ 肉用牛の売却による事業所得に係る区民税の

課税の特例の適用期限の延長 

 

肉用牛の売却による事業所得に係る区民税の

課税の特例について、適用期限を３年延長し、

平成 33 年度までとする。 

 

（区税条例附則第４条・地方税法附則第６条） 

 

 

公布の日 

 

― 

 

３ 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡し

た場合の長期譲渡所得に係る区民税の課税の特

例の適用期限の延長 

 

優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡し

た場合の長期譲渡所得に係る区民税の課税の特

例について、適用期限を３年延長し、平成 32 年

度までとする。 

 

（区税条例附則第 11 条・地方税法附則第 34 条の

２） 

 

 

公布の日 

 

― 

資 料 ２ 
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税
目 

改 正 内 容 施行日 適用関係 

軽 

自 

動 

車 

税 

 

４ 軽自動車税の税率の特例に係る対象車両の燃

費基準要件の見直し及び適用期限の延長 

 

  軽自動車税のグリーン化特例（軽課）につい

て、次のとおり対象車両の燃費基準要件を見直

した上で、適用期限を延長し、平成 29 年度又は

平成 30 年度中に初めて車両番号の指定を受けた

三輪以上の軽自動車について適用する。 

 

（１）税率をおおむね 75％軽減するもの 

   電気軽自動車及び天然ガス軽自動車（平成

30 年 10 月１日以降に適用されるべきものとし

て定められた排出ガス保安基準に適合するも

の又は平成 21 年天然ガス車基準に適合し、か

つ、窒素酸化物の排出量が当該基準の 90％を

超えないもの） 

（２）税率をおおむね 50％軽減するもの 

次に掲げる三輪以上の軽自動車（ガソリン

を燃料とするもので、窒素酸化物の排出量が

平成 30 年排出許容限度の 50％を超えないもの

又は窒素酸化物の排出量が平成 17 年排出許容

限度の 25％を超えないものに限る。（３）に

おいて同じ。） 

ア エネルギー消費効率が平成 32 年度基準エ

ネルギー消費効率の 130％以上の乗用の軽自

動車 

イ エネルギー消費効率が平成 27 年度基準エ

ネルギー消費効率の 135％以上の貨物用の軽

自動車 

（３）税率をおおむね 25％軽減するもの 

次に掲げる三輪以上の軽自動車 

ア エネルギー消費効率が平成 32 年度基準エ

ネルギー消費効率の 110％以上の乗用の軽自

動車（（２）アに該当するものを除く。） 

イ エネルギー消費効率が平成 27 年度基準エ

ネルギー消費効率の 115％以上の貨物用の軽

自動車（（２）イに該当するものを除く。) 

 

（区税条例附則第６条・地方税法附則第 30 条） 

 

 

公布の日 

 

平成 30 年度

分 又 は 平 

成 31 年度分

に適用 


